ご協力をいただく調査の概要及び依頼内容について　（岡山県及び県内市町村の協働環境調査）
【調査の趣旨について】
本調査はNPO法人岡山NPOセンター（以下、当法人）の自主事業として実施しております。県内外を含め、自治体及び民間助成財団や企業などの資金援助は一切得ておりません。あくまで中立的な立場として、岡山県内の協働環境に関する変化と現状を明らかにすることを目的としております。それにより県内自治体様の取り組みを可視化することで県内NPO等の協働を促進し、当法人の使命である県内のNPO・市民活動支援と市民社会の実現をすすめていくことを目指しております。
【協働環境調査について】

　「協働環境調査」はIIHOE[人と組織と地球のための国際研究所]が全国の市民活動支援センターと共に全国47都道府県と主要市を対象に2004年の第1回から2014年の第5回まで実施した調査です。岡山においては同様の調査を2013年に当法人と社会福祉法人岡山県社会福祉協議会が管理運営を行う岡山県ボランティア・NPO活動支援センター「ゆうあいセンター」が独自に岡山県及び県内27市町村の協働環境調査を実施しております。

【調査の流れについて】
このたびの調査は、①当法人のスタッフが調査票の各項目について貴自治体のウェブサイトから確認できた情報をもとに採点を行い、②その結果に対してご確認とご修正を加えていただき、③最終的に当法人がとりまとめと分析を行った結果を報告書にまとめて公開させていただくことを予定しております。（2013年調査と同じ流れです）
あわせて、本文書に「実施工程表」を記載しておりますので、ご確認をいただければ幸いです。
【調査期間について】
ご多忙中、大変恐縮に存じますが、平成28年10月31日（月）までにご確認・ご修正のうえ、以下の本頁末尾に記載のEメールアドレスまでご返送ください。なお、郵送をご希望の場合には、当法人より返信用封筒を郵送させていただきますので、その旨、お手数ですがお電話またはEメールにてお知らせください。
【ご担当者様の作業について】
添付の『調査票（記入済み）』の記載内容をご確認いただき、内容について誤りや加筆が必要な点がございましたら『調査票（記入用）』に加筆・修正をお願いいたします。
なお、『調査票（記入済み）』は原則として貴自治体のウェブサイト上で得られる情報に基づいて記入をさせていただいておりますので、実際には実施されている内容であってもウェブサイトで確認することができなかった場合、実際と異なる評価をしている場合がございますので、ご了承ください。また、その点やウェブサイト上で確認ができなかった点については、ご担当者様に回答・補足をお願いする旨の注記をさせていただいておりますので、お手数ですが加筆修正をお願いいたします。（各項目の記載についてこれまで寄せられたご質問に対する回答を次頁に記載しておりますので、あわせてご確認をお願いいたします。）
また、『調査票（記入用）』の末尾には、「各自治体による独自の取り組みについて」として本調査項目に該当しない取り組みをご記入いただく欄を設けておりますので、該当の取り組みなど、ご記入をお願いいたします。
【お問い合わせについて】
本調査に関するお問い合わせは、特定非営利活動法人岡山NPOセンターまでお願いいたします。
特定非営利活動法人岡山NPOセンター（担当：西垣・石原）
〒700-0822　岡山市北区表町1丁目4-64　上之町ビル3階　　　URL：http://www.npokayama.org/
TEL：086-224-0995　　FAX：086-224-0997　　E-mail：npokayama@gmail.com
ご多忙中にお手数をお掛けいたしますが、皆様のご協力を賜りますようよろしくお願い申し上げます。
調査項目への記入に関するQ&A
これまでの調査でいただいた主な質問への回答を記載させていただいております。
	Q
	A

	評価指標の点数には当てはまらない場合は自己採点の点数は空欄でいいですか？
	判断がつかない場合は空欄でも構いませんが、その後に岡山NPOセンタースタッフとのやりとりを通じて点数を確定させてください。
全体の原則として、上位の点は下位の基準をクリアした場合にのみ該当します。「1点の内容は満たしていないけれど2点の内容は満たしている」場合は、その旨をコメント欄に記載した上で、点数としては0点になります。部分的にはその基準を満たしているが、完全には満たしていない、という場合は、内容にもよりますが基本的にはその旨のコメントを記載した上で、点数は下位の点になります。

本調査では、点数よりもどのような取組みをしているのか、という内容面（コメント欄への記載）を重視しています。点数の判断がつかない場合は、お取り組み内容をコメント欄に記載いただきたく、お願いします。なお、本調査では点数の低い自治体を公開し比較して批判するような扱いはいたしません。地方自治体とNPO等との協働を進めるためのしくみが、どこまで・どのように整っているかの現状を把握することによって、次の課題や取り組みの糸口を各地域で自己診断し、その後の環境づくりに役立てていただくことを本義としています。このため、個々の設問項目について、点数の精度よりも、「次の課題の確認」に重きを置いています。点数の高低だけに着目するのではなく、なぜこのような結果となったのか「自治体側・市民側がこれからすべきことは何か」という議論を、自治体と市民（NPO等）との協働で実現していただきたいと願っています。

	（1）協働をしくみにするためのプロセスについて
	指針や条例を定めていない（今年度中の予定がない）場合はどのように記入するのですか？
	ａｂｃの設問は、指針や条例を定めている（定める）ことを前提としておりますので、「指針や条例を定めおらず、今年度中の予定もない」旨をａｂｃすべての回答欄に記入いただければ結構です。

	
	協働の推進を重要項目として盛り込んだ総合計画（今後15年間の市の計画）も入れて良いのですか？あくまでも協働単独で策定されたもの（する予定のもの）を対象とするのですか？
	原則としては、協働単独で策定されたもの（する予定のもの）を対象としています。ただし、「協働単独で策定されたもの（する予定のもの）」がない場合（点数2～5に該当しない場合）には、協働の推進に関して明記された総合計画等も対象にしています。

	
	指針・計画・条例など複数ある場合はどのように回答するのですか？　
	複数ある場合は、お手数ですが複数お書きください。

	
	条例や指針、手引きなどがある場合、発行年月まで記入すべきでしょうか？
	できるだけ客観的な情報をもとに採点をすることが求められますので数値はわかる範囲でご記入ください。

	（2）しくみが効果的に活用されるための整備
	設問（2）a の「政策協議」の定義を教えて欲しい
	ここでは、協働提案事業等の申請・審査過程での協議や特定の事業に対する意見交換だけではなく、制度そのものの改善についての協議や、地域の課題の分析から実施後に実現すべきしくみのあり方までを見通した協議であること、としています。

	（3）しくみを活用するために、協働のパートナーとともに学び、互いが育つ仕組みについて
	事業の内容に応じて最も適当な方法を選択して採用しています。統一的な方法ではなく事業ごとに異なる場合はどのように回答するのですか？
	お手数ですが事業ごとに回答ください。回答量が多くなる場合は、代表的な選定方法について記入いただき、事業ごとに異なる旨もお書き添えください。また、「事業の内容に応じて最も適当な方法を選択して採用」する際の基準についても回答いただける範囲でご記入ください。

	
	「庁内の主要部署」とありますが、具体的には企画部門のことを指しているのでしょうか？
	NPOが自治体と協働する際に関わりが出ると予想される部署を指し、設問の意図としては、計画系を中心に実施系も含めております。「企画部門」だけのことを指しているわけではないとお考えください。

	
	「指定管理者制度」では制度が充実しているが、それ以外の制度では実施していない。そうした場合はどう判断すればいいですか？ 
	指定管理者制度以外の協働事業提案に関する取り組みも記載してください。指定管理者制度以外も含めた内容に合わせて点数を確認させてください。

	
	（3）bのア）やウ）は、協働事業や担当課によって対応が異なる（＝点数が異なる）場合があるが、その時の採点方法は？
	いくつか採点根拠となる情報を探していただき、総合的に（平均を）採点してくださればけっこうです。採点しにくいようでしたら無理な採点は避け、「担当者様：主なものをご提示ください」とお書きください。

	
	（3）dについて、協議の場ではなく、NPO関係者と自治体職員の顔合わせ（交流会）は行われているようだが、これは4点や5点になるのですか？
	その場の内容に協議や検討を行う内容が含まれているか、プログラムの内容や趣旨でご判断ください。

	本来業務の関係で締切日までにどうしても
調査票の送付ができそうにないのですが？
	お手数ですが、当法人までその旨、Eメール等でご連絡ください。可能な範囲で役割分担やスケジュールの調整をさせていただきます。


※本調査に係る資料を以下のＵＲＬにて公開しております。資料のダウンロードの際にご活用ください。

http://blog.canpan.info/youi-c/category_6/1　（岡山NPOセンターブログ）

調査実施工程表
	
	岡山NPOセンター
	自治体の皆様

	9月13日
～
10月13日
	各自治体のウェブサイトを拝見し、調査票へ数値及び根拠を記入。
	

	10月19日
	各自治体担当者様に調査票をEメールにて送付。

	10月１９日
～
10月30日
	
	調査票の確認と修正
（1）調査票を事実・実態と照合し、必要に応じて修正や補足をお願いします。
（2）修正・補足が完了しましたら、岡山NPOセンターへEメールまたは郵送（封筒・切手は岡山NPOセンターがご提供します）にて調査票をご返送ください。
【使用するもの】
・調査票（記入済み・確認用）
・調査票（未記入・提出用）

	10月31日
	調査票の確認
自治体担当者様から調査票を受け取り、内容（修正や補足）を確認する。
	調査票のご送付（Eメールまたは郵送）

	10月31日
～
11月15日
	調査結果の集計と分析
	※場合により内容確認のご連絡をさせていただきます。ご協力のほどお願いいたします。

	11月16日
	中国5県中間支援組織連絡協議会主催の「戦略共有会議in防府」にて、調査の速報を報告
	

	11月17日
～
1月31日
	報告書の編集・製本
	※場合により内容確認のご連絡をさせていただきます。ご協力のほどお願いいたします。

	2月1日
	報告書発行予定
※状況に応じて報告会を開催予定です。
	※報告書が完成いたしましたら送付をさせていただきます。


ご多忙中恐れ入りますがご協力のほどお願いいたします。
